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平塚市における
下水道事業の課題
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1. 平塚市における下水道事業の課題

モ ノ

老朽化の進行・大量更新時期の到来

人口減少・使用料減少

カ ネ

人口減少に伴い、使用料収入も減少し
令和１１年度以降には、支出が収入を上回る収支の
ギャップが生じ、経営が悪化する見込みです。
⇒収支ギャップの解消のため、コストの縮減と安定
的な財源の確保に取り組みます

4
出典）平塚市『平塚市下水道施設耐震長寿命化計画』

50年以上経過 管路整備のピーク

（管路）今後は老朽化が急速に進行
昭和60年度から平成15年度までの約20年間に集中的に整備
した管路が令和35年には、管路延長約754㎞が下水管の標準的
な耐用年数とされる50年を経過します。

（施設）耐用年数を超過した資産が増加
本市のポンプ場における施設数は１，５００を超え、中でも比較
的耐用年数が短い、機械・電気設備では耐用年数を経過する施設
は全体の約8割程度です。

⇒ストックマネジメント計画に基づき、適切な時期に
改築・更新を実施

出典）平塚市『平塚市下水道事業経営戦略』

▲2.9億円
（▲8.0%）

下水道使用料収入（公共）の推移（億円・税抜）



職員数は横ばい

ヒ ト

施設や管きょの老朽化が進行しており、将来の事
業量は増加するのに対し、職員数は横ばい
⇒業務量に応じた適正な人員配置を行うとともに、
民間活力の活用（官民連携）について検討

1. 平塚市における下水道事業の課題

将来の
事業量

業務量

職員数

不足

リスク
増加

老朽化に伴い、改築事業量
が増える一方で対応できる
職員が不足するため、
その体制の確保が課題

【従来型の対応】
職員不足により業務量が制限される
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出典）総務省『下水道事業の現状と課題等』

地方公共団体の下水道事業職員数

・下水道職員数はH9のピーク時より
39%減少
・H26以降職員数はほぼ横ばいで推移
・今後は人口減少により職員数も減少
する可能性がある



水の官民連携
（ウォーターＰＰＰ）とは２
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２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは

官民連携事業(PPP/PFI)の推進について

国は下水道事業が抱える課題を解決するための手法の一つとして民間の創意工夫を活かし、事業

の効率化を向上させることができる官民連携事業（PPP/PFI）の推進を掲げている。

出典）国交省『ウォーターPPP導入検討の進め方について』
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レベル3.5は、レベル4に準ずる効果・メリットを期待でき、公共施設等運営権の設定を
必要としないこと等から、レベル4よりも取り組みやすいもの

レベル3.5とレベル1～3は、事業期間の長短、性能発注の程度、修繕や改築に関係する
業務範囲が設定されるか否かの点で大きく異なる

水の官民連携
（ウォーターPPP）
として新たに位置付け

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』
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２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは



③維持管理と更新の一体マネジメント

9

２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』



今後の発注：水の官民連携（ウォーターPPP)従来発注
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地方公共団体 地方公共団体

設計 改築 維持管理

公共下水道

設計会社 建設会社
維持管理
会社

個別発注

各業務単年度毎(一部複数年)

仕様発注

複数事業のバンドリングで一括発注

10年契約

要求水準に基づく性能発注

〇各取り組みが一体化、発注・契約・管理等一元化
自治体・民間双方にとって、事務負担の軽減

〇契約期間が長期
スケールメリットが大きく民間も利益を上げやすい
戦略的な組織・人員計画が可能

〇各取り組み間での連携がスムーズ
事業の効率化、自治体の労力軽減

〇各取り組みに毎に、発注・契約・管理等を短期間で実施

自治体 発注と管理に追われ人手不足の中大変。
複数の工事の調整も高度で困難。

民 間 業務が小さい・期間が短く人手がかかる。
利益が上げづらい。

設
計
会
社

建
設
会
社

維
持
管
理

会
社 ・・・・・・

民間事業者等で構成
される企業体

設計 改築 維持管理
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公共下水道

２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは



■業務内容・範囲について
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※本図はあくまでもイメージであり、決定したものではありません。
業務内容などは、アンケート調査などを考慮して今後決定します。

下水道管路施設の主な維持管理業務
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■PPPのイメージ

工 事

設 計 維持・管理

プラットフォーム
（公共）

ICT

DX ﾄﾞﾛｰﾝ

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは



水の官民連携（ウォーターPPP）の４要件について

水の官民連携（ウォーターPPP）は、従来の「コンセッション方式（レベル4）」と、

新たに位置付けた「管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）」の総称で、

レベル3.5については4つの要件（4要件）を満たす必要があることが示された

出典）国交省『下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第1.2版』

４要件
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２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは



ライフサイクルコスト縮減の提案を促進するために費用縮減分を官民で分配すること。

分配の割合は管理者の任意。導入することで要件は充足となり、発動の有無は問わない。

水の官民連携（ウォーターPPP）の４要件
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➀長期契約

➁性能発注

③維持管理と更新の一体マネジメント

④プロフィットシェア

管理・更新一体マネジメント方式の事業期間は原則、10年間。
更新（改築）投資による維持管理上の効果が発現する必要最小限の事業期間

管理・更新一体マネジメント方式では原則、性能発注。

性能発注は、委託者が求めるサービス水準を明らかにし、受託者が満たすべき水準の詳細

を規定した委託のこと。

維持管理上の気づき等を更新計画案の作成に反映し、これに基づく改築により効率的・効

果的な維持管理が期待できる。維持管理と改築を一体的に最適化することが可能になる。
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２. 水の官民連携（ウォーターＰＰＰ）とは



官民連携事業と
地元企業の参画

3
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3. 官民連携事業と地元企業の参画

ガイドラインでも、官民連携事業への地元企業の参画は、
重要視されています。

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』
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出典）国交省『下水道分野におけるウォーターPPP（主に管理・更新一体マネジメント方式）に関するQ&A』

3. 官民連携事業と地元企業の参画



18

◆ 地元企業の参画イメージ

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』

3. 官民連携事業と地元企業の参画
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◆ 受託企業の形態

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』

3. 官民連携事業と地元企業の参画
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出典）内閣府民間資金等活用事業推進室HP

https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/jitsumu/jitsumu02.html

◆ SPCとJVの違い

3. 官民連携事業と地元企業の参画

https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/jitsumu/jitsumu02.html
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建設企業が単独で受注及び施工を行う通常の場合とは異なり、複数の建設企業が、一つの建設

工事を受注、施工することを目的として形成する事業組織体のこと。

◆ JV（共同企業体）

3. 官民連携事業と地元企業の参画



22

資産の流動化に関する法律に基づき、当該事業の実施を目的として設立される法人、ある特別

の事業を行うために設立された事業会社のこと。

コンセッション方式（レベル4）では、公募提案する共同企業体が、新会社（＝SPC）を設立して、

建設・運営・管理にあたることが多い。

出典）内閣府民間資金等活用事業推進室HP

https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/kiso/kiso04_01.html

◆ SPC（特別目的会社）

3. 官民連携事業と地元企業の参画

https://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/kiso/kiso04_01.html
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◆ 地元企業の参画事例： 熊本県荒尾市

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』を一部改変

3. 官民連携事業と地元企業の参画

A社、組合、B社、C社、D社A社、組合、B社、C社、D社
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大手企業グループ 地元企業（元組合）

◆ 地元企業の参画事例： 福島県会津若松市

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』を一部改変

3. 官民連携事業と地元企業の参画
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◆ 地元企業の参画事例： 大阪府河内長野市

出典）国交省『下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版』

3. 官民連携事業と地元企業の参画



＜改築更新業務＞

＜維持管理業務＞
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公共（管路施設） 農集（管路施設）公共（ポンプ場施設） 農集（処理場、資源循環施設） その他施設、事務等

災害対応（初動対応）施設の運転管理、修繕等維持管理

合流改善施設の維持管理

雨水施設の維持管理

平塚市

排水設備設置に関する事務

会計事務

その他窓口業務

苦情受付、マンホールカード配布、
広報等市民対応

最適整備構想策定

使用料・負担金事務

議会、審議会対応

構成企業（管路施設） 構成企業（処理場・ポンプ場施設） 構成企業（その他）

代表企業

専門業者

凡例

委託契約

再委託

直営 民間（JV、SPC等）

改築工事施工改築工事設計

改築工事施工改築工事設計

管理・更新一体マネジメント方式
更新実施型

改築工事施工改築工事設計

改築工事施工改築工事設計

ストマネ計画策定

ストマネ計画に基づく点検調査

し渣の回収・運搬

し渣・汚泥の回収・運搬

施設の運転管理、修繕等維持管理

地元事業者は
いずれも参画可能

ストマネ計画策定

ストマネ計画に基づく点検調査

通報受付、緊急対応

定期点検、清掃・浚渫（管渠）

フェンス交換、草刈り等場外整備

維持管理適正化策定

通報受付、緊急対応

定期点検、清掃、修繕（管渠）

フェンス交換、草刈り等場外整備

計画的修繕、緊急修繕（管渠）
全体計画・事業計画

その他事務

＜維持管理業務＞

＜改築更新業務＞

＜維持管理業務＞



導入検討方針(案)と
民間意向調査

4
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現時点での導入予定事業概要

管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）
(更新支援型でスタート→途中で更新実施型)

官民連携方式

10年間（令和11年度～令和20年度）対象期間

公共下水道事業
（農業集落排水事業を含めることも検討中）

対象事業

公共下水道事業の全区域
（農業集落排水事業を含めることも検討中）

対象区域

管路施設 ポンプ施設 雨水施設 合流改善施設
（農業集落排水事業を含める場合は処理施設も）

対象施設

施設の維持管理・更新、緊急対応（苦情処理・緊急補修）、
窓口対応(排水設備)業務等の委託

対象業務

仕組みを導入する予定プロフィットシェア

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査
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摘要数量施設名称管理区分事業

合計約1,224km
868ｋm汚水管（合流管含）

管路施設

公共下水道

356ｋm雨水管

3ヶ所汚水・雨水中継ポンプ場

ポンプ施設 7ヶ所雨水ポンプ場

20ヶ所マンホールポンプ

21か所樋門・樋菅・ゲート

その他
主要施設

2か所雨水吐室

12か所雨水調整池

2か所合流改善施設

2か所浄化センター
処理施設

農業集落排水
汚泥の肥料化施設１か所資源循環施設

37km汚水管管路施設

14ヶ所マンホールポンプポンプ施設

対象施設一覧 ※施設情報は令和7年３月時点

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査
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維持管理業務
市内全域

改築更新業務
合流区域のみ

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査
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実施方針の策定

TVカメラ調査

修繕改築計画の策定

修繕工事

改築実施設計

改築工事

通報受付

排水設備申請事務

災害対応（初動対応）

維持管理
（施設管理）

計画的
修繕改築

維持管理
（その他）

水の官民連携 レベル3.5 更新支援型 水の官民連携 レベル3.5 更新実施型

合流管路

緊急修繕（管路）

緊急修繕（MH）

浚渫（管路、伏越）

浚渫（調整池）

点検（その他）

ゲート点検

土嚢作成・運搬

管口カメラ調査

沈砂・し渣の運搬・処分

汚泥・し渣の運搬・処分

包括的維持管理

機器・設備修繕

保守点検（MP）

ポンプ場・処理場管路施設

市内全域

草刈り、樹木伐採・剪定

市内全域

草刈り、樹木伐採・剪定

実施方針の策定

TVカメラ調査

修繕改築計画の策定

修繕工事

改築実施設計

改築工事

通報受付

排水設備申請事務

災害対応（初動対応）

合流管路

緊急修繕（管路）

緊急修繕（MH）

浚渫（管路、伏越）

浚渫（調整池）

点検（その他）

ゲート点検

土嚢作成・運搬

管口カメラ調査

沈砂・し渣の運搬・処分

汚泥・し渣の運搬・処分

包括的維持管理

機器・設備修繕

保守点検（MP）

ポンプ場・処理場管路施設

更新実施型への移行に
合わせて追加

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査



年間事業費
（千円・税抜）

予定事業量

維持管理
（施設管理）

管路 緊急修繕（管路） 44,670 【公共】55件/年、【農集】2件/年

管路 緊急修繕（MH） 28,665 【公共】60か所、【農集】4か所

管路 浚渫（管路、伏越） 22,377 【公共】管路5.3km、【公共】ます1,300か所、【農集】管路年1回

管路 浚渫（調整池） 6,900 【公共】2か所、年1回

管路 浚渫汚泥処分 3,492 【公共】普通汚泥140t、油脂汚泥14t、【農集】普通汚泥2t

管路 点検（その他） 1,238 【公共】水位計1か所、汚水桝ポンプ9基（8か所）、年1回

管路 ゲート点検 15,397 【公共】フラップゲート75か所、雨水ゲート33か所、年1回

管路 土のう作製・運搬委託 2,572 【公共】市内19か所の土のうステーションの巡視、土のう補充

管路 管口カメラ調査 47,143 【公共】全10ブロックを毎年1ブロックずつ全数調査

管路 草刈り等 24,884 更新実施型への移行と同時にスタート（R14～）、【市内全域】草刈り、樹木伐採・剪定

事業内容
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事業規模（管路施設に係る維持管理）

※ 物価変動等に係る変動は見込んでいません。

※ 事業費は現時点での想定であり、物価変動等がある場合は事業費を変更する見込みです。

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査



年間事業費
（千円・税抜）

予定事業量

維持管理
（施設管理）

ポンプ場
維持管理（運転管理、日常点
検、薬品等調達、小修繕）

286,222 【公共】ポンプ場（10か所）、合流改善施設（2か所）、マンホールポンプ（20か所）

ポンプ場 修繕（機械設備） 122,216

ポンプ場 修繕（電気設備） 49,694

ポンプ場 修繕（その他） 63,052

ポンプ場 沈砂・し渣の運搬・処分 4,685 【公共】汚泥運搬 年35回、し渣運搬 年10回、汚泥処分 年75t、し渣処分 年7t

ポンプ場 保守点検業務委託 31,269

処理場
維持管理（運転管理、日常点
検、薬品等調達、小修繕）

28,680 【農集】浄化センター（2か所）、資源循環施設（１か所）、マンホールポンプ（14か所）

処理場 修繕（機械設備） 11,381

処理場 修繕（電気設備） 3,799

処理場 修繕（その他） 1,440

処理場 汚泥・し渣の運搬・処分 3,185 【農集】汚泥運搬 年24回、し渣運搬 年26回、汚泥処分 年1t

処理場 保守点検業務委託 4,050

事業内容
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事業規模（ポンプ場、処理場施設に係る維持管理）

※ 物価変動等に係る変動は見込んでいません。

※ 事業費は現時点での想定であり、物価変動等がある場合は事業費を変更する見込みです。

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査



年間事業費
（千円・税抜）

予定事業量

計画的修繕・改築 実施計画 管路施設 52,000 期間中2回（R12、R17に実施）

ポンプ場施設 50,000 期間中2回（R12、R17に実施）

TVカメラ調査 合流区域 68,636 管口カメラ調査の結果に応じて実施（現想定：全27.5km）、R12、R13に実施

修繕改築計画 合流区域 29,148 TVカメラ調査の結果に応じて実施（現想定：全27.5km）

修繕工事 合流区域 187,698 修繕改築計画に基づいて実施（現想定：全16,560か所）、R14～R20に実施

改築実施設計 合流区域 45,455 修繕改築計画に基づいて実施（現想定：17km）、R14～R20に実施

改築工事 合流区域 598,701 修繕改築計画に基づいて実施（現想定：17km）、R14～R20に実施

事業内容

維持管理
（その他）

通報受付

排水設備申請事務

災害対応

窓口業務等

事業内容 予定事業量

500件/年 程度

1,000件/年 程度

風水害対応の準備・排水対応・パトロール、年5回程度
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事業規模（施設管理以外の維持管理）

事業規模（計画的修繕改築（ストックマネジメント計画））

※ 物価変動等に係る変動は見込んでいません。

※ 事業費は現時点での想定であり、物価変動等がある場合は事業費を変更する見込みです。

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査



2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038

R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

管路、ポンプ場

管口カメラ調査 合流区域のみ

TVカメラ調査 合流区域のみ

合流区域のみ

修繕工事 合流区域のみ

実施設計 合流区域のみ

改築工事 合流区域のみ

更新支援型 更新実施型

備考

点検調査の実施

修繕改築の実施

実施方針の策定

修繕改築計画の策定

実施項目

必要に応じて、見直し・最適化を図る

35

ストックマネジメント計画に基づく計画的修繕・改築スケジュール

点検調査の実施
および

修繕改築計画の策定

修繕および
改築の実施

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査



36

水の官民連携（ウォーターPPP）に関する質問書や個別のヒアリング等により、

民間事業者の皆さまから本取り組みに対する理解度や興味関心、対象施設や対象業務に

関するご意見を広く求め、 事業内容等の検討に活用することを予定しています。

ぜひ、ご協力くださいますようお願いいたします。

民間意向調査(アンケート等）とは

【アンケートの主な目的】

持続可能な下水道事業運営のための、水の官民連携

（ウォーターPPP）を含めた民間委託について、

民間事業者様と平塚市の両者にとって

最適な委託の形を検討するためです。

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査



37

概 要

公開中
（https://www.city.hiratsuka.kanagawa.jp/machizukuri
/page-c_02181.html）

アンケート
調査票の掲載

令和8年 8月25日（火）17：00まで回答期限

Excel帳票へ記入し、提出をお願いします回答方法

①平塚市水の官民連携（ウォーターPPP）事業への関心や参入意欲

②平塚市官民連携（ウォーターPPP）事業の対象施設・対象業務

③管路の性能発注

④プロフィットシェア など

アンケート
調査項目
の概要

10月中旬を予定しています
アンケート調査
結果概要の公表

4. 導入検討方針(案)と民間意向調査

https://www.city.hiratsuka.kanagawa.jp/machizukuri


ご清聴ありがとうございました
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参考資料

1. ウォーターPPPの概要：内閣府

https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/pdf/water_gaiyou.pdf

2. 官民連携（ＰＰＰ／ＰＦＩ）の活用：国土交通省

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000585.html

3. 下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第1.2版（令和６年11月11日）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/watersupply/content/001842287.pdf

4.下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版（令和7年4月）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001883967.pdf

5.下水道分野における「水の官民連携」ガイドライン第3.0版（令和８年4月）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001995093.pdf

6.下水道分野におけるウォーターPPP（主に管理・更新㇐体マネジメント方式）に関するQ&A（令和６年4月24日）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001739997.pdf

7.下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン（案）改正検討会：国土交通省

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000781.html

8.ウォーターPPP導入検討の進め方について／PPP/PFI手法選択ガイドライン令和4年度改定版(パワーポイント版)

＋管理・更新㇐体マネジメント方式

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001617903.pdf
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用語の説明

 維持管理と更新（改築）の一体マネジメント

維持管理と更新を一体的に最適化するための事業方式であり、維持管理と更新を一体的に実

施する「更新実施型」と、更新計画案の策定やコンストラクションマネジメント（CM）により地

方公共団体の更新を支援する「更新支援型」の2方式がある。また、この管理・更新一体マネジ

メント方式を、ウォーターPPP（レベル3.5）と呼ぶ。

 コンストラクションマネジメント（CM）

発注者の補助者・代行者であるコンストラクション・マネージャー（CMｒ）が、技術的な中立性を

保ちつつ発注者の側に立って、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、コスト管理など

の各種マネジメント業務の全部又は一部を行うもの。

 コンセッション（レベル4）

管理者（市）は運営業者（事業者）に運営権を設定。運営権により、運営権者（事業者）は原則と

して利用者（市民）から収受する下水道利用料金により事業を運営する方式。
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用語の説明

 性能発注

発注者が求めるサービス水準を明らかにし事業者が満たすべき水準の詳細を規定した発注のこと。

PFI事業については、仕様発注方式よりも性能発注方式の方がPFI法の主旨である「民間の創意工

夫の発揮」が実現しやすくなる。

一方で仕様発注（方式）は、発注者が施設の構造、資材、施工方法について、詳細な仕様を決め、設計

書等によって民間事業者に発注する方式。

 ストックマネジメント

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先順位付けを行ったうえ

で、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施設全体を対象とした施設管理を最適化すること。

 統括・マネジメント業務

適正な事業運営を目的として、維持管理・計画・改築更新等の多岐にわたる業務を統括的に管理す

ること。これまで発注者側の役割であったものを、事業者側が実施するため、ウォーターPPP業務に

含む場合は適切な積算により事業費に反映する。
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用語の説明

 プロフィットシェア

契約時に見積もった工事費や契約時に見積もった維持管理費が企業努力や新技術導入等で

縮減した場合において、縮減分を官民でシェアする仕組み。

 プロポーザル方式

プロポーザル方式においては、事業者選定の段階において業務内容に応じて具体的な取り組

み方法の提示を求めるテーマを示し、評価テーマに関する技術提案と当該業務の実施方針の

提出を求め、技術的に最適な者を特定する方式。

 民間意向調査（マーケットサウンディング）

事業に対して、民間事業者の関心度合い（参入意欲）、参入条件等の意向のほか、事業スキー

ムや必要な検討事項、開示情報等について検討・把握することを目的に実施する調査のこと。
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用語の説明

 JV（共同企業体）

建設企業が単独で受注及び施工を行う通常の場合とは異なり、複数の建設企業が、一つの建

設工事を受注、施工することを目的として形成する事業組織体のこと。
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用語の説明

 SPC（特別目的会社）

資産の流動化に関する法律に基づき、当該事業の実施を目的として設立される法人、ある特

別の事業を行うために設立された事業会社のこと。

コンセッション方式（レベル4）では、公募提案する共同企業体が、新会社（＝SPC）を設立して、

建設・運営・管理にあたることが多い。
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用語の説明

引用元：ウォーターPPP導入検討の進め方について

用語の説明

 更新支援型、更新実施型

維持管理と更新を一体的に最適化するための方式として、維持管理と更新を一体的に実施す

る「更新実施型」と、更新計画案の策定やｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（ＣＭ）により地方公共団体の更新

を支援する「更新支援型」とがある。

45


